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WEBセミナー「水害リスクに備える！」開催 

～「浸水への意識高まる」 参加者の97%が「参考になった」～ 
 
 

戸建住宅の地盤調査や建物検査を手掛けるジャパンホームシールド株式会社（所在地：東京都墨田

区、代表取締役社長：斉藤武司、以下「JHS」）は 8 月に施行された不動産取引時の水害ハザードマップ

における対象物件の所在地説明義務化を受け、工務店向けのWEBセミナー「水害リスクに備える！」を 

9月 25日に開催しました。350名を超える多くの方にご参加いただき、開催後のアンケートで約 97%が 

「とても参考になった・参考になった」と回答頂くセミナーとなりました。 

 

■開催概要 

タイトル ：地盤サポートマップリニューアル記念WEBセミナー「水害リスクに備える！」 

日時 ：2020年 9月 25日（金）13:30～15:00 

システム ：Zoom（ウェビナー） 

参加者 ：356名（登録者 476名） 

登壇者 ：匠総合法律事務所 代表社員弁護士 秋野卓生氏 

ジャパンホームシールド株式会社 東日本営業部長 石井康裕氏 

※ご登録頂いたにも関わらず、受講できなかった方は JHS営業担当または代表電話までご連絡ください 

 

 

■講演内容 

１． 大雨を起因とする土砂災害事故は不可抗力か？ 

 匠総合法律事務所の秋野弁護士には自然災害事故にお

ける工務店が注意すべきポイントについて解説頂きました。

土砂災害では様々な判例から不可抗力で起きた事故といえ

るか否かが法的に重大であるとし、今後は「未曾有の豪雨」

が起きる毎にその水準は上がるので更なる対策が求められ

ると警鐘を鳴らしました。 

 

 

 

２． 不動産取引時の水害ハザードマップの説明義務化 

秋野弁護士は説明義務化により、浸水リスクのある土地の

建物を設計する場合、土地の嵩上げなどの対策を設計時に

織り込むことが求められると話しました。自然災害の判例では

「建築コストを理由に災害リスク対応をしなくて良いという事に

はならない」との見解から、建物や居住者の安全を第一に考

え、災害リスクをきちんとお施主様に説明し対策を講じる必要

性が改めて重要であるとの提言を行いました。 

 



 

 

３． 自然災害リスクの伝え方について 

JHS 東日本営業部長の石井からはお施主様とリスクコ

ミュニケーションを取る際のポイントを解説しました。  

契約早期の段階でリスクコミュニケーションを取る重要性

と自然災害のハード・ソフト対策について、防災情報を手

軽に調べることができる「地盤サポートマップ」*1 を交えて

ご紹介しました。まずはその土地に興味を持ってもらい、

災害リスクの理解を深め、その後で重要事項説明の告知

義務を行う形が良いとの提言を行いました。 

 

セミナー開催後のアンケートでは「セミナーが参考にな

ったか」という質問に 97%の方が「とても参考になった」

「参考になった」と回答し、「大変貴重な講演で勉強になり、

社内で共有します」「質疑内容が非常に有意義でした」と

の声を頂きました。また、地盤サポートマップの利用につ

きましても 79%の方に「ぜひ利用したい」「機会があれば

利用したい」との声を頂き、「すでに頻繁に利用している」

を合わせますと 98%の方に前向きなご意見を頂きました。 

 

ジャパンホームシールドは今後も優れた技術とサービスの提供を通じて、お客様の安全・安心をサポ

ートし、豊かで快適な住生活の未来に貢献していきます。 

 

 

 *1地盤サポートマップ 

気になる土地の地盤・防災・生活情報が地図上で確認で

きる Web サービス。日々の生活から非常時の備えまで、

暮らしをトータルでサポートします。 

「地盤サポートマップ」は、ジャパンホームシールドの HP

から無料でご覧いただけます。 

URL：https://supportmap.jp 
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